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3Kerlin (2006) を参照。 

















して分析する傾向にある。特に、マイクロクレジットは Stiglitz (1990) において、融資が
機能する条件としての連帯保証性の重要性を指摘してから、積極的に理論分析がなされて



























                                                     




藤 (2017) を参照。 
62000年までのかれらの研究成果については Borzaga and Defourny, eds. (2001) を参照。 


























 そして、これに影響された分析のひとつが Clark and Oswald (1996) である11。所得が
個人の厚生に影響する経路として、他者との比較をかれらはあげた。つまり、個人は他者と
の比較によって自身の賃金を評価し、それが個人の主観的厚生に影響を及ぼすというもの
である。これは相対所得仮説とよばれており、かれらは British Household Panel Study 
(BHPS) を最小二乗法によって回帰分析した結果、他者の所得は個人の主観的満足度に対
して、統計的な有意性を持ったうえで負に相関することを確認した。すなわち、他者の所得
                                                     
8Stiglitz, et al. (2010) や Nijkamp, et al. (2015) を参照。 





















われている13。また、Fiorillo and Nappo (2014) のように、社会関係資本が幸福度に対して














これらの相互作用に注目した研究が Borzaga and Tortia (2006) である。かれらの問題意
識を具体的に述べると、社会的協同組合の労働者は他の非営利組織の労働者とどのように
                                                     
12Clark and Senik (2010) のように、所得の比較の際に個人はだれと比べるのかという点
も、近年の幸福度研究では重要な分析対象となっている。また、Van Praag, et al. (2003)
のように、どのような幸福度が総合的な主観的幸福度に対して大きな影響を与えるのかと
いう点も課題である。 
13一方で Tsutsui, et al. (2014) のように、「経済人」の再考察をはじめとして、経済学の方
法論上についての分析においても活用されることがある。 
14Rose-Ackermann (1997) を参照。 
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